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１　平成26年度財務書類(普通会計)の解説

 (１) 総論

　　・　公会計の整備については，平成１８年に国が示した「地方公共団体における行政改革の更なる推進

　　　のための指針」において，原則，国の作成基準に準拠し，４つの財務書類（貸借対照表，行政コスト

　　　計算書，純資産変動計算書，資金収支計算書）の作成及び開示が地方公共団体に求められたところで

　　　す。

　　・　財務書類の作成方式については，総務省から２つの方式（総務省方式改訂モデル，基準モデル）が

　　　示されており，地方公共団体はこれらのモデルを活用して，財務書類の整備を進めることとされてい

　　　ます。

　　・　当市では，昨年に引き続き「総務省方式改訂モデル」を用いて,貸借対照表(バランスシート)や行

　　　政コスト計算書などの財務書類４表を作成いたしました。

純経常行政コスト

行政コスト計算書

資　産

貸借対照表

支　出

負　債

純資産

収　入

－

･･･

歳計現金

･･･ 純経常行政コスト

行政コスト

－

経常収益

＝

＝

期末歳計現金残高

純資産変動計算書資金収支計算書

期首純資産残高

－

期末純資産残高

＋

一般財源，補助金等受入

±

＝

＋

＝

臨時損益，その他期首歳計現金残高

歳計現金増減額

財務書類４表の連関図
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(２) 貸借対照表

 ① 貸借対照表の定義

　　　貸借対照表とは，年度末時点において市が保有している財産（資産）と，その資産をどのような財源（負債

　　・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。

 ② 貸借対照表の構成

　　　貸借対照表は，下図のように資産，負債及び純資産から構成され，それぞれの内容は以下のようになってい

　　ます。

・　市から資金流出をもたらすもので，資

・　市が行政サービスを提供するために必要 　産形成の財源として，将来世代の負担と

　とされる財産【有形固定資産】 　なる債務【地方債など】

・　市に資金流入をもたらす財産【売却可能 ・　資産と負債の差額で，資産形成の財源

　資産，未収金など】 　として，これまでの世代が負担した部分

　【国庫支出金など】

 ③ 科目の説明

　　　貸借対照表に表示される科目の説明は，以下のとおりです。

 公共資産

 有形固定資産 ・長期間にわたり行政サービスを提供するために使用される財産（土地,建物等）

 売却可能資産 ・有形固定資産のうち，遊休資産や未利用資産等の売却が可能な資産

 投資等

 投資及び出資金 ・他会計や第三セクターに対する出資金，出えん金

 投資損失引当金 ・出資金等の実質価額が取得金額を大きく下回った場合のこれらの差額

 貸付金 ・他会計や第三セクター，市民等に対する貸付金で，返済期限が未到来のもの

 基金等 ・特定目的のために資金を積み立て，または定額資金を運用するためのもの

 長期延滞債権 ・市税等の収入未済額のうち，１年以上未収となっているもの（過年度分）

 回収不能見込額 ・貸付金，長期延滞債権のうち，回収不能となることが見込まれるもの

 流動資産

 現金預金 ・現金及び流動性の高い基金（財政調整基金）など

 未収金 ・市税等の収入未済額のうち，未収が１年以内のもの（現年分）

 固定負債

 地方債 ・市債残高のうち，翌々年度（平成２８年度）以降に償還予定のもの

 長期未払金 ・履行額が確定した債務負担行為のうち，平成２７年度以降支出予定のもの

 退職手当引当金 ・全職員が年度末時点で退職したと仮定した場合に必要となる退職金

 損失補償等引当金 ・地方公共団体が設立した法人等の当該債務のうちの将来負担見込額

 流動負債

 翌年度償還予定地方債 ・市債残高のうち，翌年度（平成２７年度）に償還予定のもの

 短期借入金 ・収支不足が発生した場合の翌年度予算からの前借り金額（収支不足額）

 未払金 ・履行額が確定した債務負担行為のうち，平成２７年度に支出予定のもの

 翌年度支払予定退職手当 ・職員に支払う退職手当のうち，平成２７年度に支払う予定のもの

 賞与引当金 ・平成２７年度支給予定の期末・勤勉手当のうち，平成２６年度の負担相当分

 公共資産等整備国･道補助金等 ・公共資産等を取得した財源のうち，国庫・道支出金を受けた部分

 公共資産等整備一般財源等 ・公共資産等を取得した財源のうち，国庫・道支出金，市債以外の部分

 その他一般財源等 ・公共資産等以外の資産から公共資産等整備以外の負債を差し引いた額

 資産評価差額 ・資産の時価評価による差額

 他団体等形成資産 ・市補助金等により，他団体及び民間が整備した資産（貸借対照表は未計上）

 債務負担行為情報 ・債務負担行為のうち，履行額が未確定のもの

 将来負担情報 ・財政健全化法の将来負担比率の算定根拠となった金額

注

記

資

産

負

債

内　　容区　分

純
資
産

借　　方 貸　　方

資　産

負　債

純資産
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 ④ 貸借対照表の内容

　　平成２６年度の市(普通会計)の貸借対照表は，４～５ページのとおりとなっていますが，

　内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

（単位：百万円）

 １　公共資産  １　固定負債

 （１）有形固定資産  （１）地方債

 （２）売却可能資産  （２）退職手当引当金

 （３）その他

 ２　投資等

 （１）投資及び出資金  ２　流動負債

 （２）貸付金  （１）翌年度償還予定地方債

 （３）基金等  （２）その他

 ３　流動資産

 （１）現金預金  純資産合計

 （２）未収金

金　額 負債の部

170,427

金　額

359,782

358,944

838

16,060

2,521 17,171

14,991

212,246

6,831

6,130

701

382,673382,673

2,197

11,342

資産の部

 資産合計

金　額

153,256

133,393

17,696

2,167

 負債及び純資産合計

純資産の部

 負債合計

2,180

－３－
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５
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。
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。
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,
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0
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0
,
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目
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負
債
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上
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記

【
（
翌

年
度

償
還

予
定

）地
方

債
・

（
長

期
）
未

払
金

・引
当

金
】

【
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約
債

務
・
偶

発
債

務
】

1
,9

4
9
,9

2
3

3
1
,4

7
0
,1

6
2

3
,0

2
3
,9

4
9
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 ⑤ 貸借対照表の作成方針

　　　平成２６年度の貸借対照表は，以下の方針に基づいて作成しています。

・　普通会計

・　平成26年度（基準日：平成27年3月31日）

（ただし，出納整理期間（平成27年4月1日～5月31日）の収入・支出を含めています）

・　資産の取得に要した実際の経費（取得原価）を基礎として算定

 （取得原価は昭和44年度以降の決算統計の普通建設事業費の累計額により算出）

・　土地以外の有形固定資産は残存価格ゼロの定額法で，事業費支出の翌年度から開始

・　耐用年数の主なものは，次のとおりです

道路（生活インフラ・国土保全） 河　　川（生活インフラ･国土保全）

港湾（生活インフラ・国土保全） 海岸保全（生活インフラ･国土保全）

・　普通財産の土地で，現況が宅地（宅地と同程度に整地された土地を含む）である更地を

　基本としています（行政財産の土地であっても，用途廃止後，売払いが決定している土地

　は含んでいます）

　※　ただし，以下のように，一般的に市場性に欠けると判断される土地は除いています

　　ａ）地積が過小な土地（100㎡未満）

　　ｂ）無道路地や狭長な土地

　　ｃ）不整形な土地で，隣接者以外は利用できないと判断される土地

　　ｄ）長期的に貸し付けをしている土地

・　当該年度の固定資産税路線価または固定資産税標準地価額に基づき算定しています

　※　ただし，以下の土地は，個別に算定しています

　　ａ）工業団地等の売却用の土地（売却予定価格で算定）

　　ｂ）次年度において売却済となっている土地（売却価格で算定）

・　市場価格のない連結対象団体及び会計に対する投資及び出資金のうち，実質価額が30％

　以上低下している場合に，実質価額と取得価額の差額を計上しています

・回収不能見込額 ＝ 収入未済額 × 不納欠損実績率

　不納欠損実績率 ＝ 

　　　　　　　過去５年間の不納欠損累計額（Ａ）÷（過去５年間の滞納繰越収入額 ＋ Ａ）

区　分 内　　容

対　象　範　囲

対　象　年　度

投資損失引当
金の計上方法

48 年

49 年

49 年

30 年

区　分 耐用年数 区　分 耐用年数

回収不能見込
額の計上方法

有形固定資産の
計　上　方　法

減価償却の方法

売却可能資産
の　 範　 囲

売却可能価額
の算定方法

－６－



(３) 行政コスト計算書

 ① 行政コスト計算書の定義
　　　行政コスト計算書とは，４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち，資産形成に結び

　　つかない行政サービスに係る経費と，その行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた表で

　　す。

 ② 行政コスト計算書の構成
　　　行政コスト計算書は，経常行政コストと経常収益からなり，これらを差し引きしたものが，純経常行政コ

　　ストとなります。

　　　また，行政コスト計算書は，性質別を「行」，分野別を「列」とした表形式で表示されます。

【経常行政コスト】

【経常収益】

【純経常行政コスト】

 ③ 科目の説明
　　　行政コスト計算書に表示される科目の説明は，以下のとおりです。

人件費 ・給料，報酬，手当等から退職金と平成25年度賞与引当金を除いた金額

退職手当引当金繰入等 ・平成26年度に引当金として新たに繰り入れた額

賞与引当金繰入額 ・平成27年度支給予定の期末・勤勉手当のうち,平成26年度負担相当分

物件費 ・維持補修費，普通建設事業費以外の経費に係る旅費，需用費等

維持補修費 ・施設などの維持修繕のために支出された経費

減価償却費 ・貸借対照表における有形固定資産の平成26年度減価償却額

社会保障給付 ・生活保護法，児童福祉法等に基づく扶助等のために支出された経費

補助金等 ・各種団体等に対する補助金など

他会計等への支出額 ・公営企業会計に対する負担金や補助金など

公共資産整備補助金等 ・他団体及び民間における資産整備に対して交付した補助金

支払利息 ・市債及び一時借入金の利子支払額

回収不能見込計上額 ・平成26年度に回収不能見込額として新たに計上した額など

その他行政コスト ・上記以外の資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費

使用料・手数料 ・使用料及び手数料の平成26年度調定額など

分担金･負担金･寄附金 ・分担金及び負担金，寄附金の平成26年度調定額など

・サービスに係る経費から受益者負担等収益で賄われた分を差し引いた額

人にかかる
コ　ス　ト

純経常行政コスト

物にかかる
コ　ス　ト

移転支出的
な コ ス ト

そ の 他 の
コ　ス　ト

経 常 収 益

移転支出的

な コ ス ト

そ の 他 の

性
質
別
行
政
コ
ス
ト

区　分 内　　容

経常行政コスト

－　経常収益

コ　ス　ト

使　用　料

手　数　料

分担金・負担

　　　分野別行政コスト

 金・寄附金

その他
生　　活
インフラ

議会

コ　ス　ト

物にかかる

コ　ス　ト

環境
衛生

産業
振興

消防 総務区　分

人にかかる

教育 福祉

－７－



 ④ 行政コスト計算書の内容

　　　平成２６年度の市（普通会計）の行政コスト計算書は，９ページのとおりとなっていますが，

　　内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

(単位：百万円・％)

経常行政コスト

 １　人にかかるコスト

 （１）人件費

 （２）その他

 ２　物にかかるコスト

 （１）物件費

 （２）維持補修費

 （３）減価償却費

 ３　移転支出的なコスト

 （１）社会保障給付

 （２）その他

 ４　その他のコスト

 （１）支払利息

 （２）その他

経常収益

 １　使用料・手数料

 ２　分担金・負担金・寄附金

純経常行政コスト(経常行政ｺｽﾄ － 経常収益) 104,954

109,659

64,003

16,706

15,234

1,472

27,228

12,712

2,494

12,022

40,300

23,703

3,548

1,157

4,705

1,722

1,407

315

金　額区　　分 (構成比率)

100

15.2

13.9

1.3

24.8

11.6

2.3

10.9

58.4

36.8

21.6

1.6

1.3

0.3

－8－
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比
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イ
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0
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0
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(４) 純資産変動計算書

 ① 純資産変動計算書の定義

　　　純資産変動計算書とは，貸借対照表の純資産の部に計上されている各科目の変動状況を明示する表で，

　　総務省方式改訂モデルにより追加された財務書類です。

 ② 純資産変動計算書の構成

　　　純資産変動計算書の構成は，以下のようになっています。

平成25年度貸借対照表

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

補助金等受入

臨時損益

平成26年度貸借対照表 科目振替

その他

期末純資産残高

 ③ 科目の説明

　　純資産変動計算書に表示される科目の説明は，以下のとおりです。

 純経常行政コスト ・行政コスト計算書における経常行政コストから経常収益を差し引いた額

 一般財源

 地方税 ・市民税，固定資産税，都市計画税，たばこ税など

 地方交付税 ・普通交付税，特別交付税

 その他行政コスト充当財源 ・地方譲与税，地方特例交付金，地方消費税交付金など

 補助金等受入 ・国・道支出金の決算額

 臨時損益

 災害復旧事業費 ・災害によって被害を受けた施設等を，原形に復旧するための経費

 公共資産除売却損益 ・公共資産の売却等に伴う公共資産計上額と売却額との差額

 投資損益 ・貸借対照表における投資損失引当金の前年度からの増減額など

 科目振替 ・純資産を構成する科目相互間での変動を明示するための項目

 公共資産整備財源投入 ・貸借対照表における公共資産を整備したことに伴う財源の変動

 公共資産処分財源増 ・貸借対照表における公共資産を除去・売却したことに伴う財源の変動

 貸付金等財源投入 ・貸借対照表における貸付金等に支出したことに伴う財源の変動

 貸付金回収等財源増 ・貸借対照表における貸付金等を回収したことに伴う財源の変動

 減価償却財源増 ・減価償却による公共資産等整備財源からその他一般財源等への振替

 地方債償還財源振替 ・償還によるその他一般財源等から公共資産等整備一般財源への振替

 その他

 資産評価替えによる変動額 ・貸借対照表に売却可能資産を新たに計上したことによる変動額

 無償受贈資産受入 ・無償で資産を受贈した場合の貸借対照表における有形固定資産計上額

資産評価差額

資　産
負　債

純資産

内　　容区　分

資　産
負　債

純資産

区　分
純資産
合　計 公共資産等整備

国道補助金等
公共資産等整備
一般財源等

そ　の　他
一般財源等

－1０－



 ④ 純資産変動計算書の内容

　　　平成２６年度の市（普通会計）の純資産変動計算書は，１２ページのとおりとなっていますが，内容を

　　簡潔に要約すると，以下のようになります。

(単位：百万円)

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

補助金等受入

臨時損益

科目振替

その他

期末純資産残高

区　分
資産評価差額

公共資産等整備
国道補助金等

純資産合計 公共資産等整備
一般財源等

そ　の　他
一般財源等

△ 82,907 254

△ 104,954 △ 104,954

208,723 93,259 198,117

34,182 2,193 31,989

74,354 74,354

0 △ 2,876 1,287 1,589

0

△ 59

212,246 92,576 199,404 △ 79,929 195

△ 59

－1１－
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等
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(５) 資金収支計算書

 ① 資金収支計算書の定義

　　　資金収支計算書とは，市の資金（歳計現金）の増減を，その性質に応じて，３つの区分（経常的収支の部，

　　公共資産整備収支の部，投資・財務的収支（地方債償還等に係る収支など）の部）に分けて表示する表で，

　　総務省方式改訂モデルにより追加された財務書類です。

 ② 資金収支計算書の構成

　　　資金収支計算書の構成は，以下のようになっています。

 ③ 科目の説明

　　　資金収支計算書に表示される科目の説明は，以下のとおりです。

・　市の経常的な行政活動に係る資金収支

・　補助金等を含めた公共資産整備に伴う支出及びそれに対応する財源（収入）

・　出資金，貸付金，基金に係る支出及びそれに対応する財源など

・　市債収入を除いた歳入と，市債元利償還額を除いた歳出のバランスをはかる

　もの

 ④ 資金収支計算書の内容

　　　平成２６年度の市（普通会計）の資金収支計算書は，１４ページのとおりとなっていますが，

　　内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。
(単位：百万円)

 １　経常的収支

 ２　公共資産整備収支

 ３　投資・財務的収支

 当年度歳計現金増減額

 期首歳計現金残高

 期末歳計現金残高

 （注記：プライマリーバランス）

 収入総額

 繰越金

 地方債発行額

 財政調整基金等取崩額

 支出総額

 地方債元利償還額

 財政調整基金等積立額

 基礎的財政収支

139,197

759

1,846

△ 16,352

△ 136,371

16,311

△ 1,698

2,826

金　額区　分

区　分 内　　容

経常収支の部

公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

注
記

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

21,218

△ 2,303

△ 17,787

1,128

1,698

期末歳計現金残高

投資・財務的収入

投資・財務的収支

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

公共資産整備収支

３　投資・財務的収支の部

投資・財務的支出

２　公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

１　経 常 的 収 支 の 部

経 常 的 支 出

経 常 的 収 入

経 常 的 収 支

公共資産整備収入

－1３－
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２ 平成26年度財務書類(連結ベース)の解説

 (１) 総論

　　　　財務書類（連結ベース）とは，普通会計のほか，市のその他の公営事業会計，市と連携協力して行政

　　　サービスを提供している関係団体およびその他の関係法人を，一つの行政サービス実施主体とみなして

　　　作成する財務書類です。

　　　　※連結対象の第三セクター等の資産や債務等が，そのまま市に帰属するというものではありません。

※一般会計・港湾会計

　奨学会計・母子父子寡婦会計

　　　　連結の範囲については，総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作成要領を基本として，以下のとお

　　　りとしています。

　　ア 地方公共団体

 　　市に属する，以下の公営事業会計・収益事業会計を連結の対象としています。

水道事業会計

公共下水道事業会計

交通事業会計 国民健康保険事業特別会計

  　イ 一部事務組合・広域連合

 　　　市が加入する，以下の一部事務組合を連結の対象としており，連結割合については各一部事務組合の

 　　規約等に基づく市の経費負担割合を用いています。

  　ウ 地方公社

  　市が設立者である，函館市土地開発公社を連結の対象としています。

  　エ 第三セクター等

 　　　市の出資（出えん）の比率が５０％以上などの要件を満たす，次の財団法人・株式会社を連結の対象と

 　　しています。

公益財団法人函館市文化・スポーツ振興財団

その他の

区　分

法非適

収　益 自転車競走事業特別会計

発電事業特別会計

連　　　結

市　全　体

地方独立行政法人 一部事務組合・広域連合

会　計　名

普通会計※ 公営事業会計

地　方　公　社 第三セクター等

法　適

法非適

会　計　名

港湾事業特別会計（港湾整備・宅地造成）

区　分

病院事業会計 介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

連結割合

97％

66.6％ 5.5％

連結割合 団　体　名

0.2％

特別会計

地方卸売市場事業特別会計

函館湾流域下水道事務組合

北海道市町村備荒資金組合

北海道後期高齢者医療広域連合

団　体　名

函館圏公立大学広域連合

（株）函館国際貿易センター 一般財団法人函館市住宅都市施設公社

（株）函館市椴法華振興公社

団　体　名 団　体　名

公益財団法人南北海道学術振興財団 一般財団法人函館国際水産・海洋都市推進機構
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(２) 貸借対照表

　　　平成２６年度の連結ベースの貸借対照表は，１７ページのとおりですが，内容を簡潔に要約すると，

　　以下のようになります。

(単位：百万円)

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 （１）地方公共団体

（２）無形固定資産 （２）関係団体

（３）売却可能資産 （３）引当金

２　投資等 （４）その他

（１）投資及び出資金 ２　流動負債

（２）貸付金 （１）翌年度償還予定地方債

（３）基金等 （２）その他

（４）その他 負債合計

３　流動資産

（１）資金

（２）未収金 純資産合計

（３）その他

資産合計 負債及び純資産合計

21,128

6,285

3,723

286,878

11,120

資産の部 金　額 負債の部 金　額

541,146

579,952 579,952

259,615

229,140

6,158

23,479

838

33,459

22,946

10,513

293,074

金　額純資産の部

2,344

11,443

2,669

2,847

864

17,678

1,222

537,435
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借
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貸
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方
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(３) 行政コスト計算書

　　　　平成２６年度の連結ベースの行政コスト計算書は，１９ページのとおりとなっていますが，

　　　内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

(単位：百万円・％)

 １　人にかかるコスト

 （１）人件費

 （２）その他

 ２　物にかかるコスト

 （１）物件費

 （２）維持補修費

 （３）減価償却費

 ３　移転支出的なコスト

 （１）社会保障給付

 （２）補助金等

 ４　その他のコスト

 （１）支払利息

 （２）その他

 １　使用料・手数料

 ２　分担金・負担金・寄附金

 ３　事業収益等

(４) 純資産変動計算書

　　　　平成２６年度の連結ベースの純資産変動計算書は，２０ページのとおりとなっていますが，

　　　内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

(単位：百万円)

 期首純資産残高

 純経常行政コスト

 一般財源

 補助金等受入

 臨時損益

 新会計基準移行

 その他

 期末純資産残高

(５) 資金収支計算書

　　　　平成２６年度の連結ベースの資金収支計算書は，２１ページのとおりとなっていますが，

　　　内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

(単位：百万円)

 １　経常的収支

 ２　公共資産整備収支

 ３　投資・財務的収支

 当年度資金増減額

 翌年度繰上充用金増減額等

 期首歳計現金残高

 経費負担変更に伴う差額

 期末歳計現金残高

区　　　　分

区　　　　分

△ 23,128

2,382

161

286,878

74,363

74,440

△ 70

△ 1,277

328,461

△ 144,106

純資産合計

△ 44,933

11,120

8,616

金　額

27,798

△ 2,288

△ 39

58.1

144,106

61,291

39,504

3,548

104,343

6.4

51.9

6.2

7.8

1.4

22.3

12.8

1.7

7.8

(構成比率)

100

11.8

11.1

0.7

純経常行政コスト(経常行政ｺｽﾄ － 経常収益)

144,251

19,283

15,304

15,819

3,545

19,364

経常収益

128,947

区　　　　分

経常行政コスト

4,290

31,858

55,431

金　額

248,449

29,403

27,583

1,820
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 328,460,170

純経常行政コスト △ 144,105,803

一般財源

地方税 32,525,780

地方交付税 35,798,405

その他行政コスト充当財源 6,038,683

補助金等受入 74,440,427

臨時損益 △ 69,888

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

前期損益修正益 △ 9

固定資産除去損 △ 55

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

出資の受入・新規設立

資産評価替えによる変動額 △ 1,009,070

無償受贈資産受入 410,095

新会計基準移行による変動額 △ 44,933,047

その他 △ 677,567

経費負担割合変更に伴う差額

期末純資産残高 286,878,121

連結純資産変動計算書
自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

－20－
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３ 財務書類を活用した財務状況の分析

 (１) 財務書類(普通会計)を活用した分析

    　　ここでは，財務書類４表から何がわかるのかということについて解説します。

   ① 貸借対照表

     ・  ４ページの貸借対照表(普通会計)を見ると，市では，３,８２６億７,３００万円の資産(資産合計)を

      形成してきましたが，そのうち２,１２２億４,６００万円（純資産合計）については，これまでの世代

　　　の負担で既に支払いが済んでおり，残りの１,７０４億２，７００万円（負債合計）については，これから

　　　の世代の負担となり，今後の債務を返済していくことになります。

　　　　また，これまでの世代の負担とこれからの世代の負担割合は，およそ１：１(同程度)となっています。

     ・　次に，市の有形固定資産を目的別に見ると，道路や河川などの生活インフラ・国土保全に係るものが，

    　２,１７１億４,９００万円（６０.５％）で半数以上を占め，次いで学校などの教育が８２６億２,７００

    　万円（２３.０％）となっています。

(単位：百万円・％)

産業振興

教　　育 消　　防

福　　祉 総　　務

環境衛生

   ② 行政コスト計算書

      ・　９ページの行政コスト計算書(普通会計)を見ると，平成２６年度の１年間で，市では，行政サービス

 　     を提供する上で１,０９６億５,９００万円の費用（経常行政コスト）を費やしており，このうち４７億

　　　　５００万円(経常収益)を，行政サービスから便益を受ける者(受益者)からの負担(使用料・手数料など)

　　　　で賄っていますが，残りの１,０４９億５,４００万円(純経常行政コスト)は，市税や地方交付税などで

　      賄っている形となっています。

　　      また，受益者負担の比率は４.３％となっています。

経常収益

４７億５００万円（４.３％）

価　額

2.5

合　　計 358,944

区　分

23.0 7,782

価　額

2.2

5.3

構成比率

2.1

１,０４９億５,４００万円（９５.７％）

経常行政コスト

１,０９６億５,９００万円（１００％）

4.4 10015,832

保有資産【資産合計】

３,８２６億７，３００万円（１００％）

市税・地方交付税等

217,149 60.5

構成比率

19,011

区　分

8,825生活インフラ・国土保全

82,627

7,718

これまでの世代の負担【純資産合計】

２,１２２億４,６００万円（５５.５％）

これからの世代の負担【負債合計】

１,７０４億２，７００万円（４４.５％）

－２２－



    ・　次に，市の行政コストを目的別に見ると，福祉に係る経常コストが５７０億４００万円(５２.０％)で最

　　　も多く，次いで生活インフラ・国土保全１３４億５,２００万円(１２.３％)，教育１２９億２００万円

　　　(１１.８％)となっています。

(単位：百万円・％)

総　　務

教　　育 議　　会

福　　祉 支払利息

環境衛生 回収不能見込計上額

産業振興 その他行政コスト

消　　防

 ③ 純資産変動計算書

　　・　１２ページの純資産変動計算書（普通会計）を見ると，行政コストのうち，受益者負担以外で賄われた

　　　部分は１,０４９億５,４００万円（純経常行政コスト）であり，そのうち，３２５億２,６００万円が地

　　　方税，３５７億９,８００万円が地方交付税，３４１億８,２００万円が補助金等受入となっています。

 ④ 資金収支計算書

    ・　１４ページの資金収支計算書(普通会計)を見ると，経常的収支の部においては，２１２億１,８００万

　　　円(経常的収支額)の収支余剰が生じていますが，公共資産整備収支の部においては，△２３億３００万円

　　　(公共資産整備収支額)，投資・財務的収支の部においては，△１７７億８,７００万円(投資・財務的収支

　　　額)の収支不足が生じています。

　　・　公共資産整備収支と投資・財務的収支の収支不足については，経常的収支の収支余剰により補てんされ

　　　る形となっています。また，収支余剰が収支不足より大きかったことから，平成２６年度の１年間で，歳

　　　計現金が１１億２,８００万円増加したことになります。

補てん

　　・　次に，１３ページにある基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報についてですが，基礎

　　　的財政収支（プライマリーバランス）とは，市債発行額を除いた収入と，市債償還額を除いた支出のバラ

　　　ンスであり，一般的に数値がプラスであれば，現在の行政サービスにかかる費用が将来の世代に先送りす

　　　ることなく，現在の税収などで賄われていることを示しています。市の２６年度の基礎的収支は，１８億

　　　４,６００万円のプラスとなっています。

１８億４,６００万円

△１７７億８,７００万円

補てん

△２３億３００万円

投資・財務的収支の部

投資・財務的収入

６７億８,０００万円 投資・財務的支出

１５７億２,３００万円 公共資産整備支出

収支不足 １８０億２,６００万円

収支不足 ２４５億６,７００万円

109,659 100合　　計

公共資産整備収支の部

公共資産整備収入

792 0.7

57,004 52.0 1,407 1.3

10,555 9.6 315 0.3

２１２億１,８００万円

経常的収支の部

区　分 価　額 構成比率

生活インフラ・国土保全

経常的支出

９３７億７,８００万円

収支余剰１,１４９億９,６００万円

経常的収入

2,847 2.6

4,146 3.8

区　分

0.4

価　額 構成比率

13,452 12.3 5,736 5.2

12,902 11.8 503

支　出

市　税　等

１,２１１億４,７００万円

一般施策等

１,１９３億１００万円

市債償還額等

１７０億７,０００万円

市債発行額等

１８０億５,０００万円
収　入

１１億２,８００万円

余剰

－２３－



(２) 指標等を用いた分析 ※（　）は平成25年度の数字です。

　① 歳入額対資産比率

　　　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより，「形成されたストックである資産は，何年分の歳入

　　が充当されたか」を見ることができます。

 歳入額対資産比率 ＝ 資 産 合 計 ÷（各部収入合計 ＋ 期首歳計現金残高）＝ ２.７年
   (２.８)

  ② 資産老朽化比率

      土地以外の有形固定資産について，有形固定資産合計に対する減価償却累計額の割合を算定することによ

  　り，「耐用年数に比して，資産取得からどの程度経過しているのか」を見ることができます。

 資産老朽化比率(％) ＝ 減価償却累計額 ÷ (有形固定資産合計 － 土地 ＋ 減価償却累計額) ＝ ４８.９％
   (４８.０)

　③ 行政コスト対税収等比率

      純経常行政コストに対する一般財源等の比率を算定することにより，「純経常行政コストに対して，どれ

  　だけが当年度の負担で賄われているのか」を見ることができます。

 行政コスト対税収等比率(％) ＝ 純経常行政コスト ÷ (一般財源合計 ＋ 補助金等受入) ＝ ９６.７％
  (９３.６)

　④ 行政コスト対公共資産比率

      行政コストの公共資産に対する比率を算出することにより，「資産を活用するために，どれだけのコスト

  　がかけられているか，あるいは，どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか」といった資

  　産の活用状況を見ることができます。

 行政コスト対公共資産比率(％) ＝ 経常行政コスト ÷ 公共資産合計 ＝ ３０.５％
 3,597億8,200万円  (３０.３)

　⑤ 市債の償還可能年数

      「経常的に確保できる資金により市債を返済する場合，何年で返済できるか」を表す指標であり，地方債

  　の多寡や債務償還能力を測る指標です。

 償還可能年数(年) ＝ (地方債＋翌年度償還予定地方債) ÷ 経常的収支額(赤字債,基金取崩を除く) ＝ ７.０年

  (６.４)

　◎　今後は，このような財務書類４表の分析を行い，類似団体(中核市)との比較や，年度ごとの推移を見る

　　ことで，市の財政状況の特徴や課題を把握し，より健全な財政運営に努めていきます。

行政コスト計算書 純資産変動計算書

1,049億5,400万円

　1,096億5,900万円

資金収支計算書 　

貸借対照表

貸借対照表　

(212億1,800万円-退職手当債60億7,100万円)(1,483億8,400万円-臨財債426億8,700万円)  

1,056億9,700万円 151億4,700万円

 行政コスト計算書

      貸借対照表

　1,085億3,600万円 

　1,391億9,700万円

貸借対照表 資金収支計算書

 2,582億6,700万円    　5,285億6,300万円    

 3,826億7,300万円

－２４－



(３) 市民１人当たりの状況

　① 市民１人当たりの貸借対照表

      ４～５ページの貸借対照表（普通会計）を平成２７年３月末の人口(２６９,６２８人)で割ると，以下の

  　ようになり，市民１人当たりの資産は１４１万９,０００円，負債は６３万２,０００円，純資産は７８万

  　７,０００円となります。

  　（平成25年度の市民１人当たりの資産は139万1,000円，負債は62万5,000円，純資産は76万6,000円です。）

(単位：千円／人)

 １　公共資産  １　固定負債

 （１）有形固定資産  （１）地方債

 （２）売却可能資産  （２）退職手当引当金

 ２　投資等  （３）その他

 （１）投資及び出資金  ２　流動負債

 （２）貸付金  （１）翌年度償還予定地方債

 （３）基金等  （２）その他

 ３　流動資産  負債合計

 （１）現金預金

 （２）未収金 純資産合計

　② 市民１人当たり行政コスト計算書

　　　９ページの行政コスト計算書(普通会計)を人口で割ると，以下のようになり，市民１人当たりの経常行政

　　コストは４０万６,０００円，経常収益は１万７,０００円，純経常行政コストは３８万９,０００円となり

　　ます。

　 　(平成25年度の経常行政コストは39万4,000円，経常収益は1万7,000円，純経常行政コストは37万7,000円です。)

(単位：千円／人・％)

 １　人にかかるコスト

 （１）人件費

 （２）その他

 ２　物にかかるコスト

 （１）物件費

 （２）維持補修費

 （３）減価償却費

 ３　移転支出的なコスト

 （１）社会保障給付

 （２）その他

 ４　その他のコスト

 （１）支払利息

 （２）その他

 １　使用料・手数料

 ２　分担金・負担金・寄附金

(４) 財務書類(連結ベース)を活用した分析 ※（　）は平成25年度の数字です。

　　　貸借対照表（連結ベース）を用いて連単倍率（連結財務書類計上額÷普通会計財務書類計上額）を算出

　　すると，以下のようになり，普通会計以外の行政サービスの規模を見ることができます。

  連単倍率(資　産) ＝ 資 産 合 計(連結ベース) ÷ 資 産 合 計(普通会計) ＝ １.５１

(１.６３)

  連単倍率(負  債) ＝ 負 債 合 計(連結ベース) ÷ 負 債 合 計(普通会計) ＝ １.７２

(１.６９)

  連単倍率(純資産) ＝ 純資産合計（連結ベース) ÷ 純資産合計（普通会計）＝ １.３５

(１.５７)

1.35

56

8

632

金　額 (構成比率)

100406

62

57

15.2

13.9

金　額

787

1,419

24.8

11.6

2.3

10.9

13

6

101

47

9

45

17

237 58.4

36.8149

88 21.6

1.6

1.3

0.3

5

1

4

389

42

区　　分

純経常行政コスト(経常行政ｺｽﾄ - 経常収益)

経常収益

経常行政コスト

資産の部 金　額

568

495

65

負債の部 金　額

1,334

1,331

3

860

10

8

64

純資産の部

負債及び純資産合計1,419 資産合計

25

23

2

－２５－


